


序　　　文

シリア政府は、地場産業の発展には、より市場信頼性の高い製品の生産が重要であり、そのた

めには、計測標準の確立が必要と認識しています。この方針に基づき、1987年10月から1992年10

月まで国際協力事業団（JICA）のプロジェクト方式技術協力によって、電気、温度における計測

標準の確立・整備を行いました。

その後、さらに「長さ」「質量」「圧力」「力」「測光」「体積」の標準の確立とフェーズ１

で協力した電気・温度の標準のさらなる精度向上をめざし、1994年１月にわが国に対し、プロ

ジェクト方式技術協力による同フェーズ２の実施を要請してきました。

これを受け、わが国政府は、国際協力事業団を通じて1994年９月に事前調査を派遣し、長期調

査を経て、協力分野を「長さ」「質量」「圧力」「電気・温度」（フェーズ１のフォロー）に絞

り込み、1995年７月にR/Dの署名・交換を行い、同年12月から４年間の協力を開始しました。

今次調査では、1999年11月30日の協力期間終了を控え、当初計画に照らしてプロジェクトの活

動実績、運営管理状況、カウンターパートへの技術移転状況などを「評価５項目」に沿い調査す

ると同時に、当初目標の達成度を判定したうえで、今後の協力方針について、シリア側評価チー

ム、実施機関などと協議し、合同評価報告書、およびミニッツで確認しました。

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

ここに本調査団の派遣に際し、ご協力いただいた日本およびシリア両国の関係各位に対し、深

甚の謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

1999年９月

国際協力事業団　　　

理事　大津　幸男　　　
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第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

シリア政府は、地場産業の発展には、より市場信頼性の高い製品の生産が重要であり、そのた

めには、計測標準の確立が必要と認識している。この方針に基づき、1987年10月から1992年10月

までJICAのプロジェクト方式技術協力によって、電気、温度における計測標準の確立・整備を

行った。

その後、さらに、長さ、質量、圧力、力、測光、体積の標準の確立と、フェーズ１で協力した

電気・温度の標準のさらなる精度向上をめざし、1994年１月にわが国に対し、プロジェクト方式

技術協力による同フェーズ２の実施を要請してきた。

上記を受け、わが国政府は、JICAを通じて1994年９月に事前調査団を派遣し、要請の背景、計

画の妥当性、協力の規模などを調査し、その後さらに協力内容の詳細を詰めるための長期調査を

経て、協力分野を「長さ」「質量」「圧力」「電気・温度」（フェーズ１のフォロー）に絞り込

み、1995年７月にR/Dの署名・交換を行い、同年12月から４年間の協力を開始した。

今次調査では、1999年11月30日の協力期間終了を控え、当初計画に照らしてプロジェクトの活

動実績、運営管理状況、カウンターパートへの技術移転状況などを「評価５項目」に沿い調査す

ると同時に、当初目標の達成度を判定したうえで、今後の協力方針について、シリア側評価チー

ム、実施機関などと協議し、合同評価報告書、およびミニッツで確認する。

また、評価結果から即応性の高い教訓および提言などを導き出し、今後の協力の進め方または

実施方法改善に役立てるとともに、新規の類似案件形成・実施に資する。

１－２　評価調査項目

(1)   評価５項目

  1）実施の効率性

  2）目標達成度

  3）効果

  4）計画の妥当性

  5）自立発展性

(2)  総括（上記評価５項目の総合評価）

(3)  今後の協力方針

(4)  教訓および提言
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１－３　調査団の構成

）名氏（ ）務業当担（ ）属　所（

瑞　　野萩 括総・長団　　 員門専力協際国　所修研合総力協際国団業事力協際国　　

美和　坂鷺 画計力協術技　　 長係準標量計　室政行量計局業産報情械機省業産商通　　

明義　元秋 準標測計　　 官力協究研量計際国　所究研量計院術技業工省業産商通　　

則弘　村木 理監価評　　 課一第力協発開業工鉱部力協発開業工鉱団業事力協際国　　

元　　田薗 析分価評　　 トッネ・ーシ・イア　　 ）株（

１－４　調査日程

順日 ）日曜（日月 程日

理監価評、準標測計、画計力協術技、長団 ）トンタルサンコ（析分価評

１ 月８ 02 ）金（日

───

02:01 （発本日　 268LK ）
01:51 着ムダルテスムア　
05:71 （発ムダルテスムア　 304LK ）
03:32 着スカスマダ　

2 　　 12 ）土（日 ─── ーュビタンイ家門専

３ 　　 22 ）日（日 ─── 、家門専 LCSN 、 CRSS ーュビタンイ

４ 　　 32 ）月（日 ─── トーパータンウカ 、 CPS 、 OMSAS ーュビタンイ

５ 　　 42 ）火（日
───

、トーパータンウカ CRTI 、 roznevA 、社
animulA ーュビタンイ社

６ 　　 52 ）水（日 ─── せ合打のと家門専

７ 　　 62 ）木（日 　 55:12 （発本日　 372FA ） 析分・理整ターデ

８ 　　 72 ）金（日 　 52:4 着リパ　
　 51:31 （発リパ　 016FA ）
　 00:91 着スカスマダ　

析分・理整ターデ

９ 　　 82 ）土（日 　 00:9 せ合打内団　
　 00:41 せ合打のとムーチ家門専　

01 　　 92 ）日（日 　 03:11 　 CPS 、団査調：者席出（敬表 ACIJ ）員所務事アリシ
　 03:21 　 CRSS 表 、ムーチ家門専、団査調：者席出（敬 LCSN 、長所 ACIJ ）員所務事アリシ
　 00:41 　 LCSN 察視
　 00:02 　 、ムーチ家門専、団査調：者席出（ンョシプセレ館使大国本日アリシ在 ACIJ ）員所務事アリシ

11 　　 03 ）月（日 　 00:01 せ合打内団　
　 00:31 　 LCSN ）要概書告報価評同合（議協のとムーチ価評側アリシ、せ合打のと

21 　　 13 ）火（日 　 00:9 、訓教・言提（せ合打のとムーチ家門専　 sexennA ）ツッニミ、
　 03:21 　 、訓教・言提、目項５（書告報価評同合〔議協のとムーチ価評側アリシ sexennA ） 内間期力協、

　　　　 〕力協の後今びよお

31 ）水（日１月９ 　 00:9 ）ツッニミ、書告報価評同合（せ合打のとムーチ家門専　
　 00:21 　 ムーチ価評側アリシ ）ツッニミ、書告報価評同合（議協のと

41 ）木（日２　　 　 00:8 せ合打内団　
　 00:01 　 LCSN せ合打のと長所

51 ）金（日３　　 　　　　 めとまり取果結査調

61 ）土（日４　　 　 00:9 　 ツッニミ 成作）案各（書告報価評同合、

71 ）日（日５　　 　 54:01 会員委整調同合　
　 00:11 びよお書告報価評同合　 ツッニミ 名署
　 00:31 告報館使大国本日アリシ在　

81 ）月（日６　　 　 52:2 （発スカスマダ　 504LK ）
　 53:6 着ムダルテスムア　
　 03:91 　 ムダルテスムア （発 214LJ ）

91 ）火（日７　　 　 04:31 着本日　

　　　　SPC（State Planning Commission）：国家計画委員会
　　　　SSRC（Scientific Studies and Research Center）：科学調査研究センター
　　　　NSCL（National Standards and Calibration Laboratory）：国立計測標準研究所
　　　　SASMO（Syrian Arab Organization for Standards and Metrology）：シリアアラブ標準化および計量機構
　　　　ITRC（Industrial Testing and Research Center）：工業試験研究センター
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１－５　主要面談者

＜シリア側＞

(1)  シリア側評価チーム

Dr. A. W. Turjuman Leader
Assistant General Director for Technological Affairs
Scientific Studies and Research Center（SSRC）

Mr. A. K. Nayyal Director of Scientific Cooperation and Formation
Scientific Studies and Research Center（SSRC）

Mr. Z. Salhani Director of Quality Assurance Department
Scientific Studies and Research Center（SSRC）

Dr. Mustafa Aghbar Director of National Standards and Calibration Laboratory
Scientific Studies and Research Center（SSRC）

Dr. Mehie Eddin Koubeitari Professor of Higher Institute of Applied Science and
Technology（HIAST）
Scientific Studies and Research Center（SSRC）

Dr. M. Salti Quality Directorate, Mechanical Institute Scientific Studies and
Research Center（SSRC）

(2)   科学調査研究センター（SSRC）　（シリア側評価チームを除く）

Dr. Amr Armanazi General Director

(3)   国家計画委員会（SPC）

Mr. Bassam Sibai Director, Scientific & Technical Cooperation

(4)   シリアアラブ標準化および計量機構（SASMO）

Dr. Nazir Koussa General Director

Mr. Ayman Al Noufi Technical Director

(5)   工業試験研究センター（ITRC）

Dr. Mamdouh Al Hariri Deputy Director General

Ms. Abeer Khaznadar Director of Quality Control

Mr. Ghyath Al Qeddah Deputy Director of Quality Control

Mr. Issam Al Homsi Director of Planning and Statistics

＜日本側＞

(1)   在シリア日本国大使館

鏡　　武 特命全権大使　
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峯村　保雄 参事官　

坂　　克人 一等書記官

霜垣　和雄 専門調査員

(2)  JICAシリア事務所

森　　裕之 所員

川畑　輝彦 所員

(3)  シリア国立計測標準研究所（フェーズ２）専門家　

野口　佳彦 チーフアドバイザー兼電気標準長期専門家

渋谷　寿志 業務調整長期専門家

矢野　省三 質量標準長期専門家

安田　敏明　 長さ標準短期専門家

１－６　主要面談録

(1)   国家計画委員会（SPC）

　日　時：8月29日　11：30～12：00

　シリア：Mr. Bassam Sibai Director of Scientific & Technical Cooperation

　日　本：調査団全員　

シリア側より、本プロジェクトへの日本側の協力に感謝するとともに、海外へ輸出する製

品を製造するためには、基盤技術である計量標準の確立が重要であり、本プロジェクトのこ

れに対する貢献は大きく、今後も上位機関であるSSRCはNSCLを継続して支援すると考えて

いる旨、発言があった。

調査団長より、計量法制定の現状について質問したところ、現在工業省が主導して関係省庁

間で検討されているが、SPCも調整機関として早期制定に向けて努力する旨、発言があった。

(2)  科学調査研究センター（SSRC）総裁表敬

　日　時：8月29日　12：30～13：00

　シリア：Dr. Amr Armanazi General Director

　　　　　Dr. A. W. Turjuman Assistant General Director for Technological Affairs

　　　　　Mr. A. K. Nayyal Director of Scientific Cooperation and Formation

　　　　　Mr. Z. Salhani Director of Quality Assurance Department

　　　　　Dr. Mustafa Aghbar Director of NSCL
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　　　　　Dr. Mehie Eddin Koubeitari Professor of Higher Institute of Applied Science and

Technology（HIAST）

　　　　　Dr. M. Salti Quality Directorate, Mechanical Institute

　日　本：調査団全員・専門家チーム

シリア側より、本プロジェクトへの日本側の協力に感謝するとともに、イラク危機などプ

ロジェクトの進捗を妨げる要因があったことに対し、関係者の努力によりキャッチアップし

たと考えているが、プロジェクト期間内に十分な実務経験を積むことができないことへの懸

念がある旨、発言があった。

これに対し、調査団長より、今次調査では、プロジェクト期間内にやるべきことを整理

し、また今後の協力についても十分に協議したい旨、述べた。



－ 6－

第２章　調査結果

２ー１　総括

(1 )   調査団は、シリア側の実施機関である国立計測標準研究所（NSCL）およびその上位機関

である科学調査研究センターとの協議、NSCLが実施する校正サービスの顧客、ならびに他

の関係機関、カウンターパートに対するアンケート調査・面談などを行い、評価５項目に基

づき、目標達成度、効果、実施効率性、計画の妥当性、自立発展性について評価分析を行っ

た。評価結果については、国際協力総合研修所 萩野 端国際協力専門員を団長とする日本側

評価チームと、SSRC Turjumanアシスタントゼネラルダイレクターをリーダーとするシリア

側評価チームとの協議に基づき、合同評価調査報告書（Joint Evaluation Report）に取りまと

めた。

９月５日、本プロジェクトの合同調整委員会を開催し、上述の合同評価調査報告書の内容

について確認するとともに、プロジェクト終了時までの投入計画、今後の協力について確

認・意見交換を行い、結果をミニッツに取りまとめ、日本側 萩野端団長およびSSRC

Armanazi総裁との間で、署名・交換を行った。

(2)   本調査を通じ、本プロジェクトが日本・シリア双方の関係者の協力と努力のもとに運営さ

れ、成功裏に終了する見込みであることが確認できた。本プロジェクトの成果として、

NSCLにおいて長さ、質量、圧力の標準が確立されるとともに、協力期間終了までには、す

べての分野について本格的に外部への校正サービスが始まる見込みである。また、フェーズ

１のフォローアップとしての電気・温度分野においても、校正車が1998年10月に導入された

こともあり、プロジェクトの後半にかけて外部への校正サービス件数は増加傾向にあること

が確認された。さらに、NSCLは、実質的な二次校正機関である工業試験研究センター

  （ITRC）に温度、質量に関して校正サービスを提供しており、上位目標であるシリアにおけ

る計量標準システムの確立に向けて、一定の寄与をしていることが確認された。

(3)   評価調査の結論としては、本プロジェクトにおいては、投入は適切になされており、期待

された成果はほぼ達成された。プロジェクト目標についても、計画策定段階における若干の

問題があったものの、協力期間終了までに達成される見込みである。また、プロジェクト終

了後も、NSCLにおいて、経験の蓄積・国際的な技術交流により、より質の高い校正サービ

スが提供されると期待される。
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２ー２　評価５項目による調査結果

詳細は、資料２「合同評価報告書」および資料３「終了時評価調査表」を参照。

(1)  実施の効率性

日本側の投入の規模、タイミングはおおむね妥当であったが、リクルート上の問題から長

期専門家が不在であった長さ分野については、短期専門家の連続的な派遣、日本における作

業部会の設置、カウンターパートの再研修により柔軟に対応した。

また、機材の質および量は適切であったが、一部に納入遅れのため技術移転スケジュール

の変更を余儀なくされたものがあり、計画段階でより詳細な機材計画を策定していれば、あ

る程度防げたと考えられる。

一方、シリア側の投入もおおむね適切であったが、シリア側の予算執行には時間を要する

場合があり、電気に関する定期校正費用は、シリア側がタイムリーに準備できなかったこと

から、日本側が負担した。

国内支援体制については、研修の実施、専門家のリクルート、技術支援において良好に機

能した。

NSCLは、1998年にアジア太平洋計量プログラム（APMP）の準加盟国となり、その後

APMPの質量分野の持ち回り比較に参加を決めるなど、APMPとの関係が強化され、また

APMPを通じ他国の関係機関とのチャンネルができた。

(2)  目標達成度

日本側からの適切な投入により、期待された成果（０.プロジェクト運営システムの確

立、１. 長さ、圧力、質量に関する計量標準および校正技術の確立、２. 電気・温度に関する

計量標準システムの改善、３. 電気に関する校正サービスの拡大、４. カウンターパートの技

術能力の向上）はほぼ達成された。

さらに、二国間比較などによる技術評価についても、評価調査の時点ではよい結果が得ら

れていること、1999年11月の開所式以降、長さ、質量、圧力標準に関する校正サービスが本

格的に開始されることから、プロジェクト目標は協力期間内に達成される見込みである。

(3)  効果

プロジェクト実施により、NSCLの技術的な基盤が整えられ、実質的な二次校正機関であ

るITRCに対し、フェーズ１以来の温度に加え、質量に関しても標準を供給するようになっ

た。それにより、プロジェクトは上位目標であるシリアにおける計量標準システムの確立に

貢献しているといえ、これについては、現在関係省庁・機関で検討中の計量法の成立で
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NSCLの位置づけが規定されれば、より明確になると見込まれる。

また、国家標準にトレーサブルな校正サービスを提供できるようになったことにより、シ

リアの産業界の発展に貢献するものと見込まれる。

(4)  計画の妥当性

シリア政府は、工業製品の国際競争力を高めることを重視しており、そのための技術的な

インフラとしての計量標準システムの確立は不可欠であり、上位目標は国家政策と整合して

いる。

プロジェクト目標は産業界のニーズに対応しており、また、計量法で規定されるであろう

NSCLの計量標準システムのなかでの位置づけを踏まえると、プロジェクト目標は上位目標

とも整合しており、現時点、さらに協力終了後においても、妥当であるといえる。

専門家のアベイラビリティ、協力期間などの制約に対し、目標設定、技術移転範囲が過大

であった部分があるが、各分野において、カウンターパートに必要な知識・技術の移転が着

実に進められたことを考慮すると、計画設定の内容はおおむね妥当であったと判断される。

(5)  自立発展性

NSCLは国家研究所としての能力を維持･発展させるために必要な組織体制と運営管理能力

を備えている。また外部校正サービスを広く実施するための運営システムを確立している。

今後は本プロジェクトで整備された品質管理システムを実施することにより、研究所の運営

管理が強化されることが期待される。

SSRCは本プロジェクトに対して十分な支援を行ってきており、NSCLが国際的に信頼され

る校正サービスを提供するために必要なISO/IEC Guide 25の要求事項を満たすために、NSCL

の管理面の強化を行う予定であるなど、SSRCは今後も継続的にNSCLを支援することを約

束している。

以上のことから判断して、NSCLの組織･制度面の自立発展性は高いと判断される。

財政的な観点からは、これまでの予算配賦に実績があること、またSSRCが、計量標準の

適切な維持のための外貨予算の確保も含め、継続的なNSCLへの支援を約束していることか

ら、NSCLは将来的にも一定の財源を確保できるものと考えられる。

技術的な観点からは、目標とした技術レベルは達成したことから、今後、外部校正サービ

スの実務経験を蓄積することにより、技術レベルを維持し、さらにその向上を図ることが可

能である。また、NSCLが技術力を向上させるためには、技術レベルを評価し、その際国外

の専門家からの助言を得ることが重要であり、そのためにも国際比較や国際会議への参加な

ど、技術交流が重要である。
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２ー３　提言・教訓

(1)   提言

  1）シリアにおける基準認証制度（シリア国としての品質システム）を強化するためには、本

プロジェクトが対象とした計量標準とともに、法定計量、工業標準化、試験所認定、品質管

理システムといった知的基盤（テクノインフラ）の充実を包括的に推進するプログラムが必

要である。

  2）本プロジェクトの上位目標を達成するためには、現在各省庁・関係機関で検討・調整中の

計量法の早期制定が望まれる。

  3）将来の校正サービスの増加に対応するために、二次・三次の校正機関を強化することが必

要であり、当面は、実質的な二次校正機関であるITRCのスタッフに対して、NSCLの研修を

活用するなどしてITRCの能力強化を図ることが重要である。

  4）移転された技術のさらなる定着・向上を図るため、今後、国際比較、国際会議への参加な

どの技術交流が重要である。

  5）NSCLが国際的に認知された国家計量機関になるためには、ISO/IEC Guide 25に沿って

NSCLの権限を明確にするなど管理面の強化を図り、プロジェクト期間中にISO/IEC Guide 25

に基づき導入した品質管理システムの認定を国際的認定機関から受けることが重要である。

  6）NSCLの校正サービスの拡大のためには、積極的な広報活動が重要である。

  7）国際比較、国際会議への参加等の技術交流、定期校正、海外からのスペアパーツの調達に

は、適切な外貨予算の確保が必要である。

  8）機材維持のためには、スペアパーツなどに対する海外のサプライヤーとのコミュニケー

ションチャンネルが重要であり、プロジェクト終了までに専門家のアドバイスのもと、そう

したチャンネルを確保する必要がある。

  9）国内外との情報交換を容易とするために、NSCLにおける早期のインターネットの導入が

望まれる。

(2)  教訓

  1）ニーズプライオリティの確認と専門家のリソースの確認、およびこれらを踏まえた適切な

協力範囲の設定、到達目標の明確な設定、および協力内容を踏まえた適切な協力期間の設定

のために、計画段階に十分注力すべきである。

  2）技術移転分野に対応した国内支援体制の構築が重要である。
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２ー４　本プロジェクト終了時までの投入計画

(1)   長期専門家３名の派遣

ミニッツに記載のとおり。

(2)  短期専門家

ミニッツに記載のとおり、合計９名の短期専門家を派遣する。内訳は以下のとおり。

  1）長さ分野４名（個別技術の専門家３名および技術移転のまとめを行う専門家１名）

  2）圧力分野４名（個別技術の専門家３名および技術移転のまとめを行う専門家１名）

  3）下記(4)に記載の開所式に合わせて開催されるセミナーにおける講師（テーマは計量行

政）としての専門家１名

(3)  研修員受入

ミニッツに記載のとおり、１名を1999年度内に受入れ予定。

(4)  開所式

現在NSCLは、11月初旬に開所式を開催する方向で詳細を検討中である。内容としては、

NSCLのオープンハウス、ワークショップ、セミナーなどを最大３日間にわたり行うことが

検討されているが、NSCLの広報活動としてきわめて重要な行事であり、この機会を最大限

生かす必要がある。

２ー５　今後の協力

(1)   シリア側から、圧力分野においては残りの協力期間におけるスケジュールがタイトである

ことへの懸念が表明され、技術移転が遅れた場合には個別専門家を派遣してほしい旨、要望

があった。それに対し、協力期間終了時において積み残しがある場合に限り、要請がなされ

る場合には、1999年度内の個別専門家の派遣を検討することとした。

(2)   また、シリア側から協力期間終了後一定の間をおいて、校正サービスの技術評価のため長

さおよび質量分野における個別専門家を派遣してほしい旨、要望があった。これらの要望に

ついては当該分野の専門家のリソースは非常に限られており、まずは協力期間内で専門家の

専門的技術の活用を図るべきと考えられる。

(3 )   さらにシリア側から電気分野における第三国研修を実施したいとの意向が表明された。

NSCLの技術能力、日本人専門家が要請された場合の対応可能性については、大きな問題は
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ないと思われるが、継続的に研修員を集められるだけのニーズがあるかどうかについては若

干疑問が残る。

(4)   さらに、将来的に計量標準の範囲を拡大するためのフェーズ３およびシリアにおける計量

標準システムの確立を促進するための専門家の派遣についての日本側支援に対する期待が表

明された。前者については、計量標準の範囲の拡大を図る前に、まずは本プロジェクトで確

立した計量標準の維持、二次校正機関に対する校正サービスを継続的に実施し、また国際比

較への参加などを通じ、移転された技術の定着、さらなる向上を図るべきと考えられる。ま

た、後者については、まず専門家のTORと期待される成果、受入機関を明確にするべきと考

えられる。
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第３章　調査・協議結果

目項査調 状現 よお 点題問び 針方処対 果結議協・査調

用価評　１ MDP
定確の　

・

・

)1(

8991 年 01 おに査調導指回巡の月
」約要のトクェジロプ「、てい
ジロプ「で形るす理整を容内の
す記付を」細詳の約要のトクェ
ターデ標指、標指、にもととる
つに件条部外びよお、段手手入

。たっ行をし直見てい
ロプ、りたあに価評時了終次今
し直見記上、ていおにトクェジ

の後 MDP 以、い行を認確再、の
。るいてし更変を点の下
中段手手入のターデ標指 、「 1-2

riehtdnasetacifitrecnoitarbilaC
tsil 慮考を性合整のと標指、を」

し、「 stropernoitarbilaC1-2 riehtdna
tsil 。たしと」

・ ーデ標指びよお、性当妥の標指
含を性能可手入の段手手入タ
価評側本日を容内の案記左、め
認確再で間の側アリシとムーチ

用価評、でえうたし MDP 定確を
。るす

・ 価評、し認確再りおとの記左
用 MDP 報価評同合（たし定確を
書告 1xennA 。）照参

の査調価評　２
法方　

・

)1(

)2(

の下以は略概の法方の査調価評
。りおと
用価評「 MDP 、にともを」 評「

項査調、し成作を」ドッリグ価
を源報情びよお、項事認確、目
は源報情な主、おな。るす理整

。りおとの下以
　ア CPS 、 CRSS 、 LCSN 、 CRTI 、
　 OMSAS びよお関機連関のどな
　 LCSN 頼依をスビーサ正校に

す対にどな業企間民るいてし　
ーュビタンイびよお状問質る　

　イ にトーパータンウカ、家門専
ュビタンイびよお状問質るす対　

ー　
料資諸す示を況状動活　ウ

目項５価評「 ｣ 了終「てっ従に
評同合「びよお」票査調価評時

書告報価 」（ noitaulavEtnioJ
tropeR ） 果結価評てしとトフラド

。るめとまり取を

・ に議協のとムーチ価評側アリシ
得を解理、し明説を記左、し際

。た

報価評同合　３
成作の書告　

・ 記下 )1( ～ )7( 方処対、ていつに
評、し施実を査調価評い従に針
ムーチ価評側アリシ、を果結価
書告報価評同合、えうの議協と

。るめとまり取てしと

・ 施実を査調価評りおとの記左
間のとムーチ価評側アリシ、し
果結価評に書告報価評同合、で

。ためとまり取を

)1( クェジロプ
　 度成達の標目ト

・ 用価評 MDP クェジロプの）案（
ロプ本、ていおに細詳の約要ト

「、は標目のトクェジ LCSN 、が
電びよお、力圧、量質、さ長
国のアリシ、てし関に度温・気
供提をスビーサ正校に界業産内
なと所究研準標測計立国るきで
いてし理整とるあでとこ」る

。る

・ 合度成達の果成のトクェジロプ
に成達の標目がれそびよお、い
す討検をかたいつび結度程のど

。る

・ よに入投な切適のらか側本日
（果成たれさ待期、り .0 ジロプ

、立確のムテスシ営運トクェ .1
量計るす関に量質、力圧、さ長
、立確の術技正校びよお準標 .2
シ準標量計るす関に度温・気電

、善改のムテス .3 るす関に気電
、大拡のスビーサ正校 .4 ンウカ

）上向の準水術技のトーパータ
。たれさ成達ぼほは

術技のどな較比間国二、にらさ
とのでまれこ、もていつに価評
こるいてれら得が果結い良ろこ

、と 9991 年 11 長降以式所開の月
校るす関に準標力圧、量質、さ
れさ始開に的格本がスビーサ正
標目トクェジロプ、らかとこる
込見るれさ成達に内間期力協は

。るあでみ
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目項査調 点題問びよお状現 針方処対 果結議協・査調

・ るがなつに標目らか果成、たま
いつに因要たし進促／害阻をの

。るす査調もて

・ るあで関機位上 CRSS 的続継の
目トクェジロプ、りよに援支な

。たれさ進促が成達標
、たま 8991 どな機危クライの年

成達の果成、れ遅が入投りよに
るなに際間了終トクェジロプが
ビーサ正校部外。たっあが分部
りよを間期む積を験経務実のス
度成達標目、ばれきで保確く長
え考とたっなとのもい高りよは

。るれら

)2( 果効の件案 ・ 用価評 MDP ェジロプの）案（
ロプ本、ていおに細詳約要トク
アリシ「は標目位上のトクェジ
サーレト（準標測計、ていおに
れさ立確がムテスシ）ィテリビ
いてし理整とるあでとこ」る

。る

・

・

す対に標目位上のトクェジロプ
評を度献貢の力協のでまれこる

。るす価
クェジロプ、に的接間、的接直
に業企・会社のアリシが動活ト
、し査調ていつに響影たしぼ及

。るす価評

・ 、りよに施実トクェジロプ LCSN
実、れらえ整が盤基な的術技の

るあで関機正校次二な的質 CRTI
度温の来以１ズーェフ、し対に
を準標もてし関に量質、え加に

。たっなにうよるす給供
位上はトクェジロプ、りよに記上
標量計るけおにアリシるあで標目
を献貢の定一に立確のムテスシ準
ていつにれこ、えいとるいてし
中討検で関機・庁省係関在現、は

で立成の法量計の LCSN づ置位の
なに確明りよ、ばれれさ定規がけ
準標家国、たま。るれま込見とる
をスビーサ正校なルブサーレトに
よにとこたっなにうよるきで供提
献貢に展発の界業産のアリシ、り

。るれさ待期とのもるす

)3( 性率効の施実
ア　 認確の入投

)1

)2

側本日
5991 年7 作で査調議協施実の月

見で団査調の次累、降以、し成
（画計施実定暫たし直 evitatneT

noitatnemelpmIfoeludehcS に）
受員修研、遣派家門専、てっ従
。たきてし施実を与供材機、入

＜ 9991 年7 ＞績実入投のでま月
）数人べ延（遣派家門専ア

)ｱ( 家門専期長
　　 a ：ーザイバドアフーチ 1名
　　 b ：員整調務業 1名

　　c ：準標さ長 1名
　　d ：準標量質 2名
　　e 電 ・気 ：度温 1 フーチ（名
　　 　 ）務兼ーザイバドア
)ｲ( ：家門専期短 73 名

、にでま了終間期力協（　 7名
　　 ）定予遣派を

：入受員修研イ 81 名
、にでま了終間期力協（ 2 を名

）定予入受　　
約：与供材機ウ 546,644 円千

：援支トスコルカーロエ
　　　　　　 262,21 円千
約：費経総オ 9.8 円億

トクェジロプ、はに費経記上（
）む含を額み込見のでま了終　　

側アリシ
ア ：置措トスコルカーロ
約 000,65 ドンポ・アリシ千　

000,861( 円千 )
置配トーパータンウカイ

べ延（　 06 ）名
備整設施物建ウ

みの材機的助補：達調材機エ

・ お画計入投の方双アリシ・本日
。るす認確を績実びよ

・ ロプ〔。たし認確ていつに記左
に画計入投のでま了終トクェジ

４、はていつ )1( 〕照参
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目項査調　 点題問びよお状現 針方処対 果結議協・査調

率効の施実イ　
性　　

・ リの家門専、やれ遅入納の材機
たっあがどな題問の上トールク
ロプにりおど画計ねむおお、が
標目の期所、し捗進はトクェジ

。るあつつし成達を

・

・

当妥のグンミイタ・模規の入投
。るす認確ていつに性

のと果成のトクェジロプと入投
。るす認確ていつに係関

・ ンミイタと模規の入投の側本日
、がたっあで当妥ねむおおはグ
専期長らか題問の上トールクリ
いつに野分たっあで在不が家門
派な的続連の家門専期短、はて
設の会部業作るけおに本日、遣
修研再のトーパータンウカ、置

。たし応対に軟柔りよに
切適は量びよお質の材機、たま
のれ遅入納に部一、がたっあで
変のルーュジケス転移術技めた
あがのもたれさくな儀余を更
材機な細詳りよで階段画計、り
はれそ、ばれいてし定策を画計
。るれらえ考とたげ防度程るあ
むおおも入投の側アリシ、方一
の側アリシ、がたっあで切適ね
合場るす要を間時はに行執算予
正校期定るす関に気電、りあが
ーリムイタが側アリシ、は用費
、らかとこたっかなきで備準に

。たし担負が側本日

・

・

いつに制体援支のトクェジロプ
。るす認確て

認確ていつに携連のと関機連関
。るす

・

・

の修研、はていつに制体援支内国
術技、トールクリの家門専、施実

。たし能機に好良ていおに援支
LCSN グロプ量計洋平太アジアは
（ムラ PMPA なと国盟加準の）

、り PMPA 回ち持の野分量質の
なるめ決を加参に較比り

、ど PMPA 、れさ化強が係関のと
たま PMPA 関機連関の国他じ通を

。たきでがルネンャチのと

)4( 性当妥の画計 ・

・

成育を業産場地、は府政アリシ
盤基済経、進促立自の済経、し
めたのそ。るいてしざめを化強
術技盤基るえ支をられこ、はに
で要必が立確の準標測計るあで

、りあ 7891 らか年 2991 実でま年
術技式方トクェジロプたれさ施
の度温、気電、はていおに力協
。たれさ備整・立確が準標測計
野分衡量度を野分象対、後のそ

がトクェジロプ本、げ広に 5991
。るいてれさ始開らか年

規理管質品はでアリシ、年近
格 0009OSI るす用採をズーリシ

で格規同、りあつつえ増が業企
測計るす用使に造製の品製、は
ルブサーレトに準標家国、は器
かとこるいてれらめ求をとこな
標測計、もていおにアリシ、ら
てれらめ求が立確のムテスシ準

。るい

・

・

・

・

ェジロプ本と策政家国のアリシ
位上、し認確をけづ置位のトク

。るす認確を性当妥の標目

と標目位上と標目トクェジロプ
とズーニの関機施実、性合整の
時現、じ通を認確の性合整の
るけおに後了終力協にらさ、点
確を性当妥の標目トクェジロプ

。るす認

、標目トクェジロプ、標目位上
に性連関互相の入投びよお果成
いつに性当妥の定設画計ていつ

。るす認確て
計のトクェジロプ、握把ズーニ
体施実国手相スセロプの案立画
か点観のどな制体援支内国、制
無有の因要たい欠に性当妥、ら

。るす認確を

・

・

・

際国の品製業工、は府政アリシ
てし視重をとこるめ高を力争競
ンイな的術技のめたのそ、りお
ムテスシ準標量計のてしとラフ
目位上、りあで欠可不は立確の
。るいてし合整と策政家国は標
ニの界業産は標目トクェジロプ
計、たま、りおてし応対にズー

の定予るれさ定規で法量 LCSN
のでかなのムテスシ準標量計の
ジロプ、とるえま踏をけづ置位
合整もと標目位上は標目トクェ
力協にらさ、点時現、りおてし
るあで当妥、もていおに後了終

。るえいと
協、ィテリビライベアの家門専
標目、し対に約制のどな間期力
あで大過が囲範転移術技、定設
おに野分各、がるあが分部たっ
要必にトーパータンウカ、てい
進に実着が転移の術技・識知な
計、とるす慮考をとこたれらめ
で当妥ねむおおは容内の定設画

るれさ断判とたっあ

)5( トクェジロプ
通見の展発立自の

し
ア　 面側的織組 ・

・

LCSN 記上、は )4( クェジロプの
）１ズーェフ（力協術技式方ト
直府領統大、にめたるす進推を

の属 CRSS 。たれさ立設にともの
CRSS 対にトクェジロプ本は

てっ行を援支的策政な分十、し
比際国の準標測計、がるいてき
考のと早尚期時、はてし関に較
に野分量質、がたっか強も方え

・

・

LCSN 営運・制体織組の後今の
。るす認確を画計るす対に理管

む含を面算予、に特 LCSN 理管の
いつに方え考の化強能機ので面
確・取聴をえ考の側アリシ、て
で欄の言提ばれあで能可、し認

。るす及言

・ LCSN 正校るれさ頼信に的際国が
、はにめたるす供提をスビーサ
定認所験試らか関機定認の外海

、け受を 52ediuGCEI/OSI づ基に
けなし施実に切適を理管質品く

。いならなばれ CRSS 、は CEI/OSI
52ediuG めたすた満を項事求要の
な要必に LCSN を化強の面理管の

。たし取聴、旨るあで定予う行
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目項査調 点題問びよお状現 針方処対 果結議協・査調

面側的織組ア　
）き続（　　

・

るけお PMPA な加参のへ
、ど 9991 みが化変の勢姿りよ年
。るれら
LCSN １ズーェフ、はていおに

管持維くよ、め含を材機のらか
理管営運、たま、りおてれさ理
いなれらみは題問なき大に制体
、くなが門部理管るゆわい、が
ていつに務業の門部理管

は CRSS 効、りおてしーバカが
告報、旨るあが題問で点の性率

。るいてれさ

面側的政財イ　 ・

・

要必にトクェジロプ本でまれこ
、りおてきてれさ保確は算予な
れさ保確は算予の定一もと後今

。るあでみ込見る
消部一や正校期定の準標、おな
るなと欠可不に達調のどな品耗
題課部一、はに保確の算予貨外

。るれらみが
、はていつにスビーサ正校 8991

無はで点時の査調導指回巡の年
てし認確をとこるす討検を化料

。るい

・

・

・

LCSN びよお、額績実・算予の
え加に理管守保の材機な的般一
要必に正校期定の器準標後今て
をし通見るす対に置措の算予な

。るす認確
に性向方の化料有のスビーサ正校
能可、し議協と側アリシ、ていつ

。るす及言で欄の言提ばれあで
れす化料有をスビーサ正校

、ば LCSN きで待期が増入収の
もに減のスビーサ正校、面反る
のるれさ念懸がとこるがなつ
聴をえ考の在現の側アリシ、で
能可を果結、えうの論議、し取
言で欄の言提の述後、ばれあで

。るす及

・

・

・

CRSS 維な切適の準標量計、は
含も保確の算予貨外のめたの持

、め LCSN 支政財な的続継のへ
取聴をとこるあで定予う行を援

。たし
有はスビーサ正校のへ業企間民
大拡スビーサ正校、がるあで料
。るいてれらえ抑く低にめたの
るす対に関機究研・業企の営国

はスビーサ正校 9991 料無らか年
う行で料無面当、りおてっなと

。たし取聴、旨るあで定予

面側的術技ウ　 ・ れよに告報のらかムーチ家門専
、に内間期力協、ば LCSN 独が

技のけだるきで続継を動活に自
あでみ込見るす達にルベレ術
し用活を術技たれさ転移、り
の象対力協はに内間期力協、て
がスビーサ正校るけおに野分全

。るあで定予るれさ始開

・ LCSN 維の術技たれさ転移に
す認確を策方のめたの展発・持

。る

・ し成達はルベレ術技たしと標目
サ正校部外、後今、らかとこた
こるす積蓄を験経務実のスビー
持維をルベレ術技、りよにと
とこる図を上向のそにらさ、し

。るあで能可が
、たま LCSN さ上向を力術技が

評をルベレ術技、はにめたるせ
か家門専の外国、際のそ、し価
あで要重がとこる得を言助のら
国や較比際国もにめたのそ、り
流交術技、どな加参のへ議会際

。るあで要重が

)6( トクェジロプ
　 し通見の了終

・ ェジロプ本、らかムーチ家門専
、し成達を標目の期所、はトク
転移術技に内間期トクェジロプ
をとこるあでみ込見るす了終が
さ告報、旨たし認確と側アリシ

。るいてれ

・

・

記上 )1( ～ )5( 、い従に果結査調の
で内間期力協のトクェジロプ本

。るす認確をし通見了終の

が性要必のプッアーロォフ初当
いつに野分力圧たいてれさ論議
内間期力協、はで点時現、はて
あで定予るす了終を転移術技に
分同、らか側アリシに仮、がる
が念懸ていつにし通見了終の野
おとの下以、は合場たれさ明表
を解理の側アリシ、し答回り

。るす載記にツッニミ、得
点時了終間期力協トクェジロプ「
に合場るあがし残み積、ていおに
れさなが請要の家門専別個、り限

、はに合場る 9991 門専右に内度年
」。るす討検を遣派期短の家

・

・

目に内間期力協はトクェジロプ
当、りあでみ込見るす成達を標
をとこるす了終りおとの定予初
。たし載記にツッニミ、し認確
か方先、はていつに野分力圧

、ら 11 ジケスなトイタのでま月
る残がし残み積てっよにルーュ
記左、れさ明表が念懸のへとこ
ミ、にもととるす答回りおとの

。たし載記にツッニ
価評術技るけおに野分各、たま
、にめたるすータニモを捗進の
リシをとこるす出提を告報次月
、し案提にムーチ家門専と側ア
し載記にツッニミ、得を意同

。た

)7( 言提・訓教 ・ 側国入受、し合総を果結査調本
クェジロプ、るす対に関機係関
短のていつに方りあの後今のト
開来将びよお、言提の期長・期
へトクェジロプの似類るれさ始

。す出き導を訓教の

・ 評時了終はていつに言提・訓教
。照参を表査調価
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目項査調 点題問びよお状現 針方処対 果結議協・査調

4　 員委整調同合
　 催開の会

・ 価評同合ためとまり取で３記上
とるす認承を果結価評の書告報
針方処対ていつに記下、にもと
り取にツッニミ、し議協い従に

。るす換交・名署、めとま

・ 承を果結価評の書告報価評同合
ていつに記下、にもととるす認
とまり取にツッニミ、し議協

たし換交・名署、め

)1( 内間期力協
の　 力協

・ 8991 年 01 たし直見に月 9991 度年
ジロプ、てっ従に画計施実定暫
す施実を力協のでま了終トクェ

。る
9991( 年8 画計入投の降以月 )
)1( 家門専期長
（　　 11/9991 ：）でま 3名

　　 a ーザイバドアフーチ　
　　 b 員整調務業　
　　 c 準標量質　
)2( ：家門専期短 8名
　　 a ：準標さ長　 4名
　　 b ：準標力圧　 3名
　　 c ：師講ーナミセ　 1名
)3( ：修研トーパータンウカ 2名

準標さ長・　　
準標力圧・　　

)4( しな：与供材機

・

・

載記にツッニミ、し認確を記左
。るす

記左 )2( 門専期短、し連関にｃ
開の定予るれさ施実に時遣派家
のーナミセ政行量計びよお式所
す認確ていつに容内画計施実

。る

・

・

載記にツッニミ、し認確を記左
。たし

間国二、はていつに家門専期短
びよお較比 PMPA 指を較比幹基

専期短の野分力圧るすと目科導
。たしと名９、し加追名１を家門

、は式所開 11 定予施実に旬上月
ーワやスウハンプーオ、りあで
るあで定予う行をプッョシク
討検在現はムラグロプ細詳、が

。たし取聴をとこるあで中
関量計、でかなの式所開、たま
、に象対を員職・部幹の関機係
、状現・史歴の政行量計の本日
の政行量計るけおに国上途展発
政行量計にマーテを望展・状現

す施実をーナミセ あで定予る
。る

)2( 了終間期力協
　 ーキスの他の後
　 力協るよにム

・ 8991 年 01 将、に時導指回巡の月
修研国三第、てしと望展な的来
りよ側アリシ、旨いたし施実を
事アリシ、後のそ、がたし取聴

りよ所務 0002 しと件案請要度年
研国三第びよお家門専別個、て
に式公非、旨いたげ上り取を修

。るいてけ受を絡連
、とるよに所務事アリシ、たま
つに力協３ズーェフは側アリシ
このとるいてし有を心関もてい

。るあでと

・

・

9991 にい扱の野分力圧の内度年
上、はていつ 記 )6(3 。りおとの

0002 よお家門専別個の降以度年
的体具はていつに修研国三第び
、でえうたし認確を容内望要な
ソリの家門専びよお面な的術技
検を性能可応対のらか面のスー
ノ、はてし対に側アリシ、し討
トンメコでスーベルタッミコン
ツッニミを果結、めどとにるす

。るす載記に

・

・

・

)1(

)2(

)3(

・

9991 にい扱の野分力圧の内度年
上、はていつ 記 )6(3 ミりおとの

。たし載記にツッニ
量質びよおさ長、りよ側アリシ
のスビーサ正校、ていおに野分

のめたるす価評を力能術技 0002
し備準を請要の家門専別個度年
側本日、りあが明説、旨るいて
アの家門専の野分該当、はらか
れら限に常非はィテリビライベ
のそ、しトンメコをとこるいて

。たし載記にツッニミ、旨
、はていつに修研国三第、たま
に野分の準標気電らか側アリシ
あが言発、旨いたし施実ていお
れこ。）照参添別は細詳（たっ
りおとの下以、らか方当し対に
ッニミ、旨のそ、しをトンメコ

。たし載記にツ
、はらか点観な的術技 LCSN の

す慮考を験経の来以１ズーェフ
容内たし化特に野分気電、とる

。うろあで能可施実ばれあで
遣派を家門専人本日てしと師講
ベアの家門専、合場たしとるす
なはと因要約制はィテリビライ

。うろあでいなら
続継びよおズーニるす対に修研
きでがとこるめ集を員修研に的
疑干若はてし関に点ういとかる

。るあが問
らか側アリシ、にらさ 0002 度年

へ」究研術技測計「修研団集の
す待期を援支るす対にて当割の

たっあが言発、旨る

・ 今、はていつに力協３ズーェフ
れさ転移でまれこ、は題課の後
さ上向りよに鑽研己自を術技た
望要、らかとこるあにとこるせ
なし応対面当もてしとたっあが

。るす明説、旨い

・ LCSN 標量計、し連関に像来将の
ズーェフのめたるげ広を類種の準
トッネの関機係関びよお、力協３
に的率効、し進促をりくづクーワ
立確にアリシをムテスシ準標量計
遣派家門専たしと的目をとこるす
表が待期らか側アリシ、ていつに
との下以、し対にれこ。たれさ明
ッニミ、旨のそ、しトンメコりお

。たし載記にツ
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目項査調 点題問びよお状現 針方処対 果結議協・査調

)1(

)2(

ェフ現はずま、はていつに者前
維の準標たれさ立確でズー
機正校次二びよお上向度精・持
べるめ努に給供な的続継のへ関

。るあでき
門専のらか国外、はていつに者後
めたるげあを果成たえさ待期が家
ルクリが家門専るなと任適、はに

な確明、ととこるきでトー ROT と
れさ置配に関機るなとーキにもと

。るなと提前がとこる
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第４章　調査団所見（留意事項）

４－１　総括

本調査を通じ、本プロジェクトは、予定どおり1999年11月に終了する見込みであることを確認

した。シリア側は、日本の協力の効果は絶大であり、お陰で予定どおり終了できる見通しであ

る、と感謝を表明した。また同時に、NSCLはまだ技術を完全にはマスターしてはおらず、今後

も日本の指導と協力を願いたい、と述べた。

「NSCLが５つの技術分野において、国内産業に校正サービスを提供できる国家標準研究所に

なる」ことをめざしたプロジェクト目標は、協力期間終了までに達成される見込みである。本プ

ロジェクトにおいては、投入は適切になされており、期待された技術移転成果はほぼ達成されて

いる。しかしながら、目標に掲げる「校正サービス」への本格的取り組みは、プロジェクト終了

後に、NSCLによって行われることになる。したがって、実務経験のいまだ少ないNSCLが“プロ

ジェクト終了後”に不安を抱くのももっともなことだと思われる。

わが国としても、プロジェクト終了後のNSCLの活動成果には強い関心を抱かざるを得ない。

わが国は長期的にその成果を見守りながら、もしシリア側から協力要請がなされる場合には、わ

が国として可能な限りの協力を行いたい。

４－２　プロジェクト終了時までの投入計画

既述のとおり、プロジェクト終了時までの新たな投入計画は、短期専門家派遣９名（11月に開

催予定の開所式でのセミナー講師を含む）、研修員受入１名となっている。短期間に集中するこ

れらの投入計画は、本プロジェクトの最終仕上げ工程になるものできわめて重要である。シリア

側も最終段階のこれらの協力計画には特に期待している様子がうかがわれた。たとえば、最終詰

めの技術移転に加え、NSCLの今後の技術開発計画・運営に関する指導・助言についても期待し

ていた。投入計画が遅滞なく実行されるよう、プロジェクト関係者の一段の努力を期待する。

４－３　プロジェクト終了後の協力

既述のとおり、プロジェクト終了後の協力に関してシリア側からの要望事項は多かった。すな

わち、圧力分野の個別専門家派遣、プロジェクト終了後１年位経過した時期にそれまでNSCLが

行った校正サービスの結果を評価・指導する短期専門家の派遣、電気分野における第三国研修実

施への協力、将来的な第３フェーズへの支援、シリアにおいて計量標準システムの推進・確立の

ためにとるべき措置（管理運営、制度、組織など）について助言・勧告を行う──それはシリア

側が具体的行動を起こすきっかけとなる──個別専門家の派遣などである。これらは上述のシリ

ア側の“不安”を反映した内容になっている。
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これに対し調査団は、当面NSCLは移転された技術のブラッシュアップに専念することが最も

重要であると勧告するとともに、個々の項目についてノンコミッタルベースでそれへの協力可能

性についてコメントした（Ｍ／Ｄに記載）。

４－４　「提言」について

調査団は、シリアの計量標準システムの確立に向けて、今後シリア側が取り組むべき課題を整

理し、合同評価報告書の「提言」に取りまとめた。シリア側はこの提言内容を今後の活動指針と

して十分活用していきたいとの意向を表明した。またシリア側は、シリア国内において計量標準

システムの重要性とＮＳＣＬの役割を関係者に理解させるのはたいへん難しい（まだ理解者が少

ない）状況にあるが、ＳＳＲＣ総裁の理解と指導のもと、シリア工業化の要となる計量標準システム

の確立に向けて努力していきたいとの決意を表明した。なお、現在シリアでは計量法制定（１次

－２次－３次校正機関の整備が含まれる）に向けて最終検討の段階に入っていることを確認し

た。

４－５　「教訓」について

既述のとおり、本プロジェクト実施を通じて、いくつかの「教訓」が導き出された。すなわ

ち、ニーズプライオリティの確認、専門家リソースの確認、およびこれらを踏まえた適切な協力

範囲の設定、到着目標の明確な設定、協力内容を踏まえた適切な協力期間の設定、および技術移

転分野に対応した国内支援体制の構築などである。総じてプロジェクトの初期計画段階において

十分注力すべき内容になっている。

これらはいずれも今後のプロジェクトに対し貴重な教訓となるが、なかでも注目を必要とする項

目は「専門家リソースの確認」であった。国家計量標準システム確立のための技術移転を目的とす

る本プロジェクトでは、それぞれの専門技術分野の長期専門家のリクルートには困難が伴った。も

ともと本プロジェクトで対象とする技術分野にあっては、それを専門とする技術者数がきわめて限

られているためである。本プロジェクトは、日本・シリア双方の専心的な努力によってそうした困

難は克服されてきたが、本来長期専門家をベースとするプロジェクト方式技術協力であるならば、

もともと専門技術者数の少ない分野での当該技術協力の実施には難しい部分があるといえるのでは

なかろうか。これは今回の終了時評価調査で深く考えさせられた教訓であった。

４－６　結び

最後に、調査団が在シリア日本国大使館へ報告した際、鏡大使から伺ったコメントをここに記

させていただく。

「シリアのアサド大統領は、“ノーペレストロイカ”を唱えている。それはシリア社会に変化
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が少ないことを意味しよう。今後NSCLが供給するサービスの対象となる民間部門は、もともと

ないに等しく、民間部門が育つには今後長期間を要しよう。したがって、これまでわが国が長年

かけて協力してきた本プロジェクトが目に見えた成果を現すのにも長時間かかるだろう。わが国

としては、長期的にこのプロジェクトを見守っていく必要がある。

本プロジェクトはシリアでのプロジェクト方式技術協力の第１号であり、これまでうまくいっ

たケースとして評価されている。これをよい先例として、第２、第３のプロジェクトにつなげて

いきたい。その際、本プロジェクトの成果を短期的にみるのではなく、前述のように長期的に育

てていくことが重要である。第２フェーズは終了するが、今後も引き続き他のスキームでの協力

を検討したい（いま第３フェーズのことをいうのは時期尚早である）。

他方、シリアでは法整備面も遅れている。そのためSSRCの関係者も、システムをどう作って

いけばいいか悩むことだろう。この面への協力は基本的に重要であり、わが国は専門家派遣など

の協力をしたい。また、第三国研修については移転された技術を維持するインセンティブにもな

ることから、大使館としても前向きに協力を考えたい。いずれにしても関係を継続させることが

重要である。」
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資　　　料

１　ミニッツ

２　合同評価報告書

３　終了時評価調査表

４　評価グリッド

５　調査団員報告（技術協力計画、計測標準）

６　質問票に対する回答およびインタビュー取りまとめ結果

７　電気分野校正件数の推移（合同評価報告書Annex ８－１、８－２注釈）
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２　合同評価報告書
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